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ドイツ企業と低成長下における
持続可能な社会の在り方に係る一考察

東京大学大学院新領域創成科学研究科
国際協力学専攻博士後期課程　阿由葉  真司

　本稿では現在取り組んでいる研究テーマの中から、ドイツ企業のオーナーシップに焦点を当て、
企業と地域社会の関係性から低成長下における持続可能な社会の在り方について考察することと
したい。

第1節　日独経済比較
ドイツは日本人にとってなじみ深い国であり

共通点も多い。まず、国土面積をみると日本
37.7万平方キロメートルに対して、ドイツ35.1
万平方キロメートルとほぼ同じ大きさとなって
いる。国土面積順でも200カ国近い世界の国々
の中で日本60番目、ドイツ61番目と隣同士と
なっている。また、総人口（2015年）は日本

が126.9百万人（世界第11位）、ドイツは81.9
百万人（同16位）であり、ドイツの人口規模は
日本の約6割程度となっている。

次に、名目国内総生産（G D P）を比較する。
図表1をみると日本は4.1兆米ドルで第3位、ド
イツは3.4兆米ドルで第4位であることが分か
る。第１位は米国（17.9兆米ドル）、第2位は中
国（11.0兆米ドル）であるが、日本、ドイツ共

【図表 1】日独経済比較
GDP（名目）ランキング（2015） 一人当たり GDP（名目）ランキング（2015）

（単位：10 億米ドル、％） （単位：米ドル）

順位 国名 名目GDP 日本を
100とした場合

世界経済に
占める割合 順位 国名 名目GDP 日本を

100とした場合
1位 アメリカ 17,947 435 24.6 1位 ルクセンブルグ 101,994 314
2位 中国 10,983 266 15.0 2位 スイス 80,675 248
3位 日本 4,123 100 5.6 3位 カタール 76,576 236
4位 ドイツ 3,358 81 4.6 4位 ノルウェー 74,822 230
5位 イギリス 2,849 69 3.9 5位 マカオ 69,309 213
6位 フランス 2,422 59 3.3 6位 米国 55,805 172
7位 インド 2,091 51 2.9 7位 シンガポール 52,888 163
8位 イタリア 1,816 44 2.5 8位 デンマーク 52,114 160
9位 ブラジル 1,773 43 2.4 9位 アイルランド 51,351 158

10位 カナダ 1,552 38 2.1 10位 オーストラリア 50,962 157

（参考）世界経済合計 73,069 20位 ドイツ 40,997 126
（出所）IMF、2016年4月 26位 日本 32,486 100
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にそれぞれ世界経済に対して5%前後のシェア
を確保し、世界の経済大国の一角を占めている
ことが分かる。

ところが一人当たりGDP（名目）で比較する
と状況が変わる。一人当たりG D Pは国民１人
当たりが生み出す付加価値を計る統計であり、
第1位はルクセンブルグ（102.0千米ドル）、第2
位はスイス（80.7千米ドル）、第3位はカタール

（76.6千米ドル）と金融または資源特化型の小国
が上位を占めている。経済規模で第1位の米国
は第6位（55.8千米ドル）と健闘しているが、ド
イツ、日本はそれぞれ第20位（41.0千米ドル）、
第26位（32.5千米ドル）に留まるに過ぎない。

とはいえ日本の一人当たりG D Pを100とする
とドイツは126となり、ドイツは日本の3割近い
付加価値を生み出していることが分かる。製造
業の構成比が高いなど産業構造の点からも類似
点が多い両国においてドイツの方が日本よりも
一人当たりG D Pが高いということは、企業の収
益性や利潤の分配に関し日本よりもドイツのほ
うが、パフォーマンスが良いと推察される。

第2節　一人当たりGDPと人口推移
次に、日独両国の一人当たりG D Pと総人口の

関係性を分析する。総人口が減少する中で経済
成長を維持するには、一人当たりGDPが人口減
少を上回るペースで増加すれば良いこととなる。
図表2に示されるように、ドイツの総人口

は2002年に82.5百万人をピークに緩やかに減

少していることが分かる（但し、2015年は移
民等の入流を背景に1百万人増に転じている）。
2015年のドイツ総人口は81.9百万人であり、
2002年と比較すると僅かながら減少している。
一方、2002年では29.0千ユーロであった一人
当たりGDPは2015年には33.9千ユーロとなっ
た。年率換算すると1.19％の成長率となる。

次に、日本の総人口は2010年の128.1百万
人をピークに減少に転じた後、2015年には
126.9百万人となった。ドイツ同様、日本の総
人口も微減となっているが、一人当たりG D P
は2010年の4,004千円から2015年には4,164
千円に増加している。年率換算すると0.79％の
成長率となる。

このようにドイツも日本も総人口が微減とな
る中、一人当たりG D Pの増加により、G D P総
額が拡大していることが分かる。ドイツと日本
が人口減少下で経済成長を持続していること
は、人口減少下においても経済成長が可能であ
ることを示している。成長率ではドイツが日本
を上回っているように、人口減少下の経済成長
ではドイツに軍配が上がる。

第3節　日独産業構造比較と非上場企業
ここではドイツと日本の企業数の比較を通じ

て両国の特徴を述べる。図表3のように総企業
数はドイツ3,720千社、日本3,864千社とほぼ
同値となっている。更に、大企業と中小企業
に分類すると、大企業数はドイツ20千社、日

【図表2】日独一人当たりGDPの推移
（国名）はその国の
総人口のピーク年を示す 2000 2001 2002 

（ドイツ） 2003 2004 2005 2006 2007 2008

ドイツ
実質GDP(A)(10億€） 2,354 2,397 2,397 2,380 2,396 2,417 2,511 2,596 2,617 
人口（B)（百万人） 82.3 82.2 82.5 82.5 82.5 82.4 82.3 82.2 82.0
(A)/（B)（千€） 28.6 29.1 29.0 28.8 29.0 29.3 30.5 31.6 31.9

日　本
実質GDP(A)(10億円） 474,847 476,535 477,915 485,968 497,441 503,921 512,452 523,686 518,231 
人口（B)（百万人） 126.8 127.2 127.4 127.6 127.8 127.8 127.9 128.0 128.1
(A)/（B)（千円） 3,744.0 3,747.2 3,750.7 3,807.9 3,893.9 3,943.7 4,008.2 4,091.9 4,046.5

（国名）はその国の
総人口のピーク年を示す 2009 2010 

（日本） 2011 2012 2013 2014 2015 2015/人口
ピーク年

年率換算
（%)

ドイツ
実質GDP(A)(10億€） 2,471 2,569 2,664 2,681 2,692 2,734 2,774 1.16 1.13
人口（B)（百万人） 81.8 81.8 80.3 80.5 80.8 80.9 81.9 0.99 -0.06
(A)/（B)（千€） 30.2 31.4 33.2 33.3 33.3 33.8 33.9 1.17 1.19

日　本
実質GDP(A)(10億円） 489,588 512,655 510,326 519,217 526,261 526,096 528,583 1.03 0.61
人口（B)（百万人） 128.1 128.1 127.9 127.6 127.3 127.1 126.9 0.99 -0.18
(A)/（B)（千円） 3,823.4 4,003.6 3,990.0 4,068.8 4,132.7 4,140.5 4,164.4 1.04 0.79

（出所）IMF等
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本11千社であり、両国とも大企業は企業全体
の極一部を占めるに過ぎず、殆どが中小企業で
あることが分かる。次に全労働者に占める中小
企業が雇用する労働者の割合をみるとドイツ
59.4％、日本69.7％であり10％ほど差異があ
るが、両国とも中小企業の雇用貢献度が高いこ
とが分かる。

更に、中小企業のGDP総額（付加価値）への
貢献度みると、ドイツは54.8％、日本は54.1％
であり、それぞれG D P総額の過半が中小企業
により生み出されている。両国では中小企業が
雇用と経済活動の両面で非常に重要な役割を果
たしている点が共通していると言えよう。

このように日本とドイツは良く似た特徴を有
していることが示されたが、一つ大きく異なる
点がある。それは上場企業数では日本は3,470
社である一方、ドイツは665社に留まっている
ように、ドイツは大企業であっても非上場企業
が多いことである。

 
第4節　ドイツ企業の株主構造

ドイツ競争力委員会の資料では付加価値額
の上位100社のうち25社が非上場企業という
調査結果を紹介している。その非上場企業には
日本人にも馴染みのある企業が多い。代表例は
売上規模が3兆円を超える世界最大の自動車部
品会社、ロバート・ボッシュであろう。同社は
非上場企業としても知られており、その法人
形態は有限会社（G m b H：G e s e l l s c h a f t m i t 
beschränkte r Haf tung）である。

ロバート・ボッシュのホームページをみると
「ロバート・ボッシュGmbHの独自の株主構造は、
ボッシュ・グループの財務上の独立性と企業と
しての自立性を保証するものであり、「株主（利

益配当）」と「経営（議決権）」が完全に分離したこ
の企業形態によって、ボッシュは長期的な視野
に立った経営を行い、将来の成長を確保する重
要な先行投資を積極的に行うことができる」と
の記述があり、会社の所有構造が同社の特徴で
あることを認識していることが窺われる。より
詳しく所有構造をみると非営利組織である公益
法人「ロバート・ボッシュ財団」が同社の株式の
92％（議決権なし）、創業家であるボッシュ家が
7％、同社自身が残りの1％（議決権なし）を保
有している。議決権は創業家のボッシュ家が持
株比率と同率の7％を有する他、同社経営の最高
意思決定機関である共同経営者会が株主となる
ロバート・ボッシュ工業信託合資会社が93％を
握る構造となっている。ロバート・ボッシュの
所有構造の特徴は、経営者と従業員が事業に責
任をもち、その果実を株主が受け取るという役
割分担をより鮮明にしたものと言えよう。

更に、主要株主であるロバート・ボッシュ財
団は「再投資以外の利益はボッシュ財団を通じて
地域に還元する」ことを表明し、配当収入を積極
的に地域還元している。企業収益の地域還元に
より地域発展が促進され、最終的に地域におけ
る研究開発や人材育成の向上等を通じて同社事
業にプラスに働くという好循環が、同社の強み
と言えるかもしれない。日本では、企業は上場
することで成長を加速できるとの考えがあるが、
非上場企業であるロバート・ボッシュは、上場
企業であり日本最大の自動車部品メーカーであ
るデンソーを事業規模で上回る。ドイツの非上
場企業は株式公開が企業成長を促進する唯一の
方法ではないことの具体例の一つと言えよう。

同社以外でもドイツには大企業であっても非
上場企業であったり、実質オーナー企業であっ
たりする企業が多い。例えば、非上場大企業
ではB ö h r i n g e r I n g e l h e i m社（製薬）、I N A

（ベアリング）が挙げられる。オーナー色の強
い大企業の例としてはフォルクスワーゲン（自
動車、同族比率53.11％）、B M W（自動車、同
44.0％）、SAP（IT・ソフト、同69.51％）が挙
げられる。ちなみにフォルクスワーゲンの大株
主の一つは同社の本社が所在するニーダー・ザ
クセン州の州政府であり、同社もロバート・ボッ
シュのように地域経済とのつながりが強いこと

【図表3】日独企業構造比較

ドイツ 日　本
企業数（千社） 3,720 3,864 
　大企業 20 11 
　中小企業 3,700 3,853 

上場企業数（社） 665 3,470 

付加価値シェア
（中小企業：％） 54.8 54.1

雇用シェア
（中小企業：％） 59.4 69.7

（出所）日本の数値は中小企業白書 2014、ドイ
ツの数値はボン中小企業研究所推計（2013 年）
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で知られている。このように日本でも良く知ら
れる国際競争力のあるドイツ企業の多くが非上
場またはオーナー色の強い企業であり、これら
の企業は本社を創業地に留め、地域との結びつ
きが非常に強いという特色を持っている。

第5節　企業と地域社会の共生
ドイツの企業と地域社会の共生関係は本社所

在地をみると良く分かる。図表4に示されるよう
に、日本では上場企業の約半数（49.6％）が本社
を東京に置く一方、第2位の大阪でさえも本社所
在比率は12.5％に留まるなど、本社所在地が東
京に集中している。一方、ドイツは創業地に本社
を有する企業が多い。自動車会社を例にとれば
フォルクスワーゲンはヴォルフスブルグ、ダイム
ラーはシュツットガルト、B M Wはミュンヘンに
本社を有する。本社が全土に分散しており、首
都であるベルリンに本社を有する企業は少ない。

ドイツ企業が本社を創業地に置く理由の一つ
は優秀な人材の獲得や研究機関との連携が容易
であるためと言われている。ドイツでは総合大
学（Universität）や高等専門学校（Hochschüle）
といった専門職育成学校が技術者養成に重要
な役割を担っている。地元大学や高等専門学校
を卒業したエンジニアの多くが地元企業に就職
し、技術移転機関や研究開発機関と地場企業の
地域レベルでの連携も非常に活発と聞く。更に、
地方政府も地元企業の業績改善は税収増（ドイ
ツでは日本の法人税に該当する営業税の一部が
州税として州財政に充当される）につながるの
で、地場企業の支援には積極的である。このよ
うにドイツでは企業と地域社会の発展の方向性

が一致している。
一方、日本の上場企業はリーマンショック後、

業績を大幅に回復させている企業が多いが、賃
上げの動きは日本全体の動きになっていない。
その理由の一つとして今回の業績回復の主な要
因が海外事業によるものであり、国内事業の収
益は低位に留まっていることが考えられる。ま
た、上場企業では株価対策のため収益増を配当
増に充てることが賃上げを抑制する方向に働い
ているものと推察される。このようにドイツと
は異なり、日本では企業と地域社会の関係性が
希薄であると言える。

第6節　ドイツ企業の高い生産性
ここでは製造業の単位時間あたりの生産性の

数値を用い、各国の加工産業の生産性を比較し
てみる。この数値はケルン経済調査研究所が実
施した調査を基にしており、単位時間当たりの
生産コストに紐付く付加価値額を購買力平価で
調整したものである。

【図表4】日独本社所在地比較

ドイツ企業の本社所在地 日本の上場企業の本社所在地
順位 企業名 所在都市 世界順位 本社所在地 社数 構成比
1 Volkswagen Wolfsburg 12 東京都 1,968 49.6%
2 E-on Duesseldorf 16 大阪府 496 12.5%
3 Daimlar Stuttgart 21 愛知県 235 5.9%
4 Allianz Muenchen 28 神奈川県 207 5.2%
5 Simens Muenchen 47 兵庫県 121 3.1%
6 BASF Ludwigshafen 62 合計 3,967 100.0%
7 BMW Muenchen 69 （時点）2007 年 9 月現在
8 Metro Duesseldorf 72
9 Muenchen Re Muenchen 76

10 Deutsche Telekom Bonn 89

（出所）フォーチュングローバル 500　2012 等

【図表5】加工産業の生産性比較
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（出所）ケルン経済調査研究所（2014年）
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結果はドイツ100に対して日本は81であり
生産性ではドイツ企業が日本企業の一歩先を
行っていることが示された。この数値のみでは
地域社会と企業の関係性が生産性に好影響を与
えると言い切れないが、ドイツ型の企業と地域
社会の共生関係の利点を示す一つの指標と言え
るだろう。

 
第7節　各国の労働分配率の推移

ここでは企業収益と労働者給与の関係を分析
する。具体的には、図表6のように時系列（2000
年～ 2013年）で六カ国（日本、米国、イギリス、
ドイツ、フランス及びスウェーデン）の労働分
配率（労働者給与が企業収益（付加価値）に占め
る比率）を比較したものである。

まず、日本の労働分配率は2000年以降ほぼ
横ばいで推移し、その水準も六カ国中、中位

（2013年69.3％）に位置することが分かる。ド
イツの労働分配率は2000年では72.2％と日本
より高かったが、欧州金融危機前後に大きくそ
の比率を下げ（2007年63.5％）、回復傾向にあ
るものの現時点においても当時の水準に戻って
いない（2013年67.9％）。米国では労働分配率
が低下傾向にあり、その水準は六カ国中最低値
であることが示された（2012年66.8％）。

一方、フランスとスウェーデンでは労働分配
率が上昇傾向にある。特にフランスでは労働分
配率が2000年との比較で5.4ポイント改善し、
六カ国中最高値（74.5％）となった。また、ス
ウェーデンの労働分配率も72.1％と高い水準と
なっている。この二国の共通点は社会の不平等

の程度を表す指標であるジニ計数が低いことで
ある。統計数値では日本とドイツの間で労働分
配率に有意な差がみられなかったが、労働分配
率が高い国は所得再配分を通じて不平等の度合
いを低位に留めていると言えるかもしれない。

次に、日本では企業規模別に労働分配率が参
照できるため企業規模別の差を分析した。図表
7をみると資本金10億円以上の企業の労働分配
率は60.5％である一方、資本金1 ～ 10億円の
企業では70.5％、資本金1億円未満の中小企業
では79.5％となり、企業規模が小さいほど労働
分配率が高いことが分かる。上場・非上場企業
別のデータはないものの資本金10億円以上の
企業に多くの上場企業が含まれていることを踏
まえれば、非上場企業は上場企業よりも労働者
にその事業活動の成果である収益を分配してい
ると解釈することができよう。

第8節　各国のジニ係数の推移
ここでは、社会における分配の公正を測る指

標であるジニ係数（0に近いほど平等で1に近い
ほど不平等な社会とする指標）で各国の所得分
配の格差を分析する。前節と同様六カ国（日本、
米国、イギリス、ドイツ、フランス及びスウェー
デン）のジニ計数を長期で比較したものである。
図表8に示されるように、どの国もジニ係数が
上昇しており、緩やかではあるが格差が拡大し
ていることが分かる。

しかし国毎にその水準はかなり異なる。米国
のジニ計数が最新値（2012年）で0.4近くとな
る一方、スウェーデンは0.27、ドイツは0.29、

【図表6】国別労働分配率の推移

各国別労働分配率 （単位：％）
国名 2000 2005 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
日本 72.1 67.9 66.7 69.6 71.5 68.9 70.5 69.7 69.3
米国 71.1 68.5 69.7 70.7 69.9 67.9 67.0 66.8 n.a.
イギリス 69.9 67.0 69.1 68.6 70.3 68.7 67.4 69.1 69.6
ドイツ 72.2 66.7 63.5 65.3 68.3 66.6 65.9 67.5 67.9
フランス 69.1 70.6 69.6 70.2 73.4 72.5 72.7 74.2 74.5
スウェーデン 70.6 69.4 66.2 68.1 73.6 69.3 69.8 72.4 72.1

（出所）日本：内閣府「2013 年度国民経済計算確報」、その他諸国：OECD データベース（2014 年 12 月）

【図表7】国別労働分配率の推移

資本金別労働分配率（日本、2011 年）
資本金 10 億円以上 資本金 1 ～ 10 億円 資本金 1 億円未満 企業規模計

労働分配率 60.5% 70.5% 79.5% 70.5%

（出所）財務省「法人企業統計調査」
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フランスは0.31とそれぞれジニ係数は0.3程度
に留まっており、欧州社会が平等性をより保っ
ていることが示された。

日本のジニ計数は1985年では0.3であったが、
直近では0.34近くまで上昇している。社会保障
等の再分配前の数値は0.4を超えるとも言われ、
日本は既にO E C D諸国の中でもジニ係数が高
い国の一つとなっている。日本では格差が拡大
していると言われて久しいが、統計数値もその
実感を示している。日独比較の観点ではドイツ
のほうが社会の公平性を保っている。

 
第9節　セーフガードとしての「多様性」の考え方

ここではドイツ人の「多様性」の考え方を紹介
する。ドイツは日本と同様に製造業が強いこと
から日本人の多くは「ドイツ人は日本人と考え
方が似ている」と思われるが、「多様性」の考え
方に関しては両国の間に大きな差異があると言
える。

ドイツは分散型社会と言われるが、その原
点は「多様性」の考え方に求められる。ドイ

ツでは同一地域内で競争すると共倒れとなる
という歴史的教訓から「同じことをすること

（Gle i chemeche r e i）」を避ける価値観が共有
されている。ビジネスに置き換えれば、同一地
域で同一事業を行い二分された需要を確保する
よりも、それぞれ異なる事業を行い地域全体の
需要を獲得する方が事業者双方にメリットがあ
るという考え方である。また、商品数の増加は
消費者満足向上にもつながることからも、ドイ
ツでは多様性が尊ばれる。
図表9に示したように共同体Aのパン屋Aが

拡大戦略をとり共同体Bと共同体Cにパン屋A
の支店を出店した場合を考えてみる。但し、こ
の世界は市場が拡大しない低成長社会とする。
共同体Bと共同体Cにもそれぞれパン屋B、Cが
存在すると仮定すれば、パン屋Aの参入により
共同体Bと共同体Cの市場は半分となる（ここで
はパン屋A、B、Cが販売するパンに差はないも
のと仮定する）と考えらえる。パン屋B、Cの対
抗策は値下げか、自ら共同体Aに支店を出店し
共同体Aのパン需要を取りにゆくかのどちらか

【図表8】国別ジニ計数の推移

国別ジニ計数比較
国名 1985 年頃 1990 年頃 1995 年頃 2000 年頃 2005 年頃 最新値 年

日本 0.304 n.a. 0.323 0.337 0.329 0.336 2009
米国 0.340 0.349 0.361 0.357 0.380 0.389 2012
イギリス 0.309 0.355 0.337 0.352 0.335 0.344 2011
ドイツ 0.251 0.256 0.266 0.264 0.297 0.293 2011
フランス n.a. n.a. 0.277 0.287 0.288 0.309 2011
スウェーデン 0.198 0.209 0.211 0.243 0.234 0.273 2011

（出所）OECD データベース "Income Distritution and Poverty"（2014/9） 

【図表9】持続可能な社会の考え方と多様性
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となろう。もし魚屋と八百屋も同様な戦略をと
なると、パン屋と同様の競争が起こり、魚と野
菜の価格が同様に下がる。価格低下は消費者に
とって良いはずであるが、共同体A、B、Cでは
パン屋、魚屋、八百屋は生産者であると同時に
消費者であるため、販売価格の低下はそれぞれ
の事業者の所得減少となる。最終的には個々の
事業者が消費を抑制し、市場全体が縮小する結
果を迎える。もし市場が拡大していればパン屋
Aの拡大戦略は有効であろうが、低成長下では
市場全体の縮小を招く怖れがある。ドイツでは
過当競争が共倒れにつながるという共通認識が
あり、規模よりも質（利益率）に重きを置く経営
者が多い。「Hidden Champion」と呼ばれるニッ
チながらも世界シェアを有する中小企業が多い
ことも、事業規模よりも質を優先させるという
考え方が浸透していることの証左であろう。ド
イツ企業のほうが日本企業よりも生産性が高い
という理由の一つは、規模よりも質を追求する
ドイツ企業の経営戦略にあると思われる。

第10節　低成長下での企業と地域社会の共生
本稿では日本とドイツの比較を通じて低成長

下における持続可能な社会の在り方を論じた。
G D Pは一国が生み出す付加価値の総和である
ことから、下記のように労働者給与と企業利潤
の総和とも書き表せる。

一国のGDP（付加価値）＝
（税前・償却前）企業利潤の総額＋

（税前）労働者給与総額

G D Pが一定となる社会では労働者給与と企
業利益は相反する関係となる。なぜなら左辺を
一定と置くと、企業利潤の増大は労働者給与の
減少につながり、労働者給与の増大は企業利潤
の減少につながるからである。よって、低成長
下の社会では付加価値の配分をめぐり労働者と
株主（資本家）の対立が先鋭化すると考えらえ
る。特に、株主利益最大化を余儀なくされる上
場企業では労働者給与を抑制する動きが強まる
ものと予想される。

実際、日本企業の業績は回復基調にあるもの
の、今一つ賃上げの動きに弾みがつかない理由
には経営者による過度な株主利益の配慮が考え

られる。この株主至上主義が賃金の抑制を通じ
消費の抑制につながっていると推測される。低
成長社会においては経営者と株主の利害が対立
しない非上場（オーナー）企業の利点は再評価さ
れても良いと考える。ステークホルダー間（経
営者、労働者、出資者）の利益分配を円滑にす
るという観点では、共同組合型の組織の利点も
再評価されるべきであろう。

このように、低成長下の社会においては、ス
テークホルダー間で利益をシェアし、規模では
なく質を重んじるドイツ型の企業と地域社会の
共生モデルにより多くの利点を見出せるのでは
ないかと考える。

おわりに　～制度設計の重要性～
内閣府が本年5月に発表した高齢社会白書で

は、日本の総人口は2050年に1億人を割ると
予想されている。数十年という期間ではあるが
総人口の二割強が消失するという事態は戦争や
飢饉でも起こらない稀有な社会現象なのであ
る。言い換えれば、我々日本人は今後、飢饉や
戦争以上の大きな社会変動の中を生きなければ
ならず、それに対応した社会制度を構築するこ
とが我が国の喫緊の課題であろう。この社会制
度を検討する上で、ドイツ型の企業と地域社会
の共生モデルは一顧に値すると考える。

筆者はドイツ型の企業と地域社会の共生モデ
ルが日本でも実現可能と考える。東海地域には
トヨタ自動車を筆頭に本社を地元に留め、地域
雇用や地域還元に配慮をしている企業が多く存
在するなど、ドイツ企業と地域社会の関係に近
い地域が存在するからである。

筆者がドイツ駐在をしていた頃、ドイツ人か
ら「経済は社会の一部であるため、経済だけを変
えても社会は変わらない」という意見を良く聞い
た。経済はあくまでも社会を動かすアプリケー
ションにすぎないという考えである。ドイツでは
ヴァルター・オイケンを代表とするオルド自由学
派という制度学派が長年、経済・社会政策の理
念的バックボーンとなり、財政政策や金融政策
よりも社会制度を合理的に再設計することを重
視する考え方が政策決定者に浸透している。日
本は経済ではドイツを上回るほどに発展したが、
社会制度ではまだ学ぶべき点があると言えよう。
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7月の時事世論調査
7月の時事世論調査によると、

与党が大勝した参議院選挙後の
安倍内閣の支持率は、前月比1.3
ポイント増の47.4%、不支持率
は1.1ポイント減の32.9％だった。

調査は全国の成人男女2,000
人を対象に、個別面接聴取法で
7月15日から18日に実施。有効
回収（率）は 1,296（64.8％）。

この時期の国内の動きは、
最大793万人分情報流出：大

手旅行代理店のJ T Bは、メール
の添付ファイルによってウイル
ス感染し、最大で約793万人分
の顧客個人情報が流出した可能
性があると発表（6月14日）。
舛添都知事が辞任：東京都の

舛添知事が政治資金流用などの
公私混同問題の責任を取り、議
長に辞職願を提出した（6月15
日）。
英の国民投票の影響で円急伸：

英国のＥＵ離脱派が勝利したこ
とにより東京外国為替市場では
英ポンドが暴落する一方、円が
急騰。株式市場は全面安の展開
に（6月24日）。
年金運用損５兆円超：G P I F

が運用する2015年度の公的年金
積立金の運用収益が、5兆円以上
の赤字になることがわかった（7
月1日）。
大西さん宇宙へ：国際宇宙ス

テーション（ISS）に10月下旬ま
で長期滞在予定の日本人宇宙飛
行士・大西卓哉さんら3人を乗
せたロシアのソユーズ宇宙船が、
カザフスタン・バイコヌール宇
宙基地から打ち上げられた（7月
7日）。
改憲勢力が３分の２に：参議

院選挙は、与党が改選過半数を

法的根拠はないとの判断を下し
た（7月12日）。
仏でトラック突入テロ事件：

フランス南部ニースで花火の
見物客の群衆に大型トラック
が突っ込み、80人以上が死亡、
100人以上が負傷した（7月14日）。
トルコでクーデター未遂：ト

ルコで軍の一部が首都アンカラ
などでクーデターを企てたが、
エルドアン大統領は鎮圧したと
宣言。市民を含む200人以上が
死亡、兵士など約6000人が拘束
されたと伝えられる（7月16日）。

政党支持率　自民 党は 前 月
に 比 べ て4.5ポ イ ン ト 増 加 し、
29.2％と比率を上げた。民進党
は0.8ポイント増の7.1％、公明
党は0.3ポイント増の4.0％、共
産党は0.5ポイント増の2.0%、お
おさか維新は0.9ポイント増の
2.5％。支持政党なしは52.5％で、
前月より6.8ポイント減少した。

国民の景気感　「良くなった」
は前月より0.1ポイント減少して
5.9％、「悪くなった」は2.4ポイ
ント減少して20.9％。時事世論
景気指数は前月比4ポイント増の
125となった。

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は前月より1.1
ポイント増加して5.2％、「苦しく
なった」も1.9ポイント増加して
22.8％となった。

確保。この結果、改憲勢力は3
分の2以上となった。民進は苦戦
し、野党共闘は及ばず（7月11日）。
天皇陛下が退位の意向：天皇

陛下が天皇位を皇嗣に譲る生前
退位の意向を示されていること
が報じられる（7月13日）。
７年連続人口減：住民基本台

帳に基づく2016年1月1日時点
の日本人の人口は、前年比約27
万人減の1億2589万人で7年連
続の減少。三大都市圏の割合や
65歳以上の割合は過去最高（7月
13日）。
西洋美術館が世界遺産に：ユ

ネスコは、国立西洋美術館を含
む7カ国にある17の「ル・コルビュ
ジエ建築作品」を世界文化遺産
へ登録することに決めた（7月17
日）。

国外では、
ＥＵ離脱派が勝利：英国の欧

州連合残留か離脱かを問う国民
投票は、離脱支持票が僅差で残
留支持を上回った。これを受け
てキャメロン首相は辞意を表明

（6月24日）。
トルコの空港で自爆テロ：イ

スタンブールのアタチュルク国
際空港で銃乱射や爆弾による
テロ事件があり、44人が死亡、
200人以上が負傷した（6月28日）。
日本人７人が犠牲：バングラデ

シュの首都ダッカの中心部で、武
装集団がレストランを襲撃したテ
ロ事件が発生。人質20人が死亡
し、このうち男性5人、女性2人
の計7人が日本人だった（7月1日）。
バグダットでは爆弾テロ：イ

ラクの首都バクダットで自動車
爆弾テロがあり、130人以上が
死亡、200人以上が負傷（7月3日）。
英首相にメイ氏：辞任するキャ

メロン英首相の後任として、メ
イ内相が保守党党首および首相
に就任することが決まった。英
国ではサッチャー氏以来26年ぶ
りの女性首相（7月11日）。
南シナ海の中国主張認めず：

オランダ・ハーグの仲裁裁判所
は、南シナ海において中国が主
張する独自の境界線・九段線に
ついて、歴史的権利を主張する

◇  告　知　板

時事世論景気指数

2008年 09年 10年 11年 12年 13年 14年 15年
42.0 61.0 96.8 84.1 97.2 143.8 129.1 126.0
15年 （６月）（７月）（８月）（9月）（10月）（11月）（12月）

131 124 132 123 123 130 129
16年 （１月）（２月）（３月）（４月）（５月）（６月）（７月）

132 111 120 112 115 121 125
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